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報道関係者 各位 

毎月勤労統計調査 令和元年分結果速報 を公表します 
 

このたび、毎月勤労統計調査令和元年分結果速報をとりまとめましたので、公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※１ 令和元年６月分速報から、「500 人以上規模の事業所」について全数調査による値に変更しております。 

※２ 平成 31 年１月に 30 人以上規模の事業所の標本の部分入替えを行いました。１月は入替え前後の両方の事業 

  所を調べており、新旧事業所の結果を比較したところ、現金給与総額では-2,532 円（-0.9％）、きまって支給 

  する給与では-1,576 円（-0.6％）の断層が生じています。 

※３ 速報値は、確報で改訂される場合があります。 

 【調査結果のポイント】〔（）内は、前年比または前年差を示す。〕 

１ 賃金（一人平均） 

 (1) 現金給与総額（就業形態計）   322,689 円（0.3％減） 

   ・きまって支給する給与    264,225 円（0.2％減） 

  （うち、所定内給与は 244,485 円（0.1％減）、所定外給与は 19,740 円（0.8％減）） 

   ・特別に支払われた給与     58,464 円（0.9％減） 

 (2) 一般労働者の現金給与総額    425,288 円（0.3％増） 

   ・きまって支給する給与    341,084 円（0.5％増） 

  （うち、所定内給与は 313,707 円（0.6％増）、所定外給与は 27,377 円（0.2％増）） 

   ・特別に支払われた給与     84,204 円（0.2％減） 

 (3) パートタイム労働者の現金給与総額    99,758 円（前年と同水準） 

   ・きまって支給する給与     97,222 円（0.1％減） 

  （うち、所定内給与は 94,078 円（前年と同水準）、所定外給与は 3,144 円（4.0％減）） 

   ※ 時間当たり給与      1,167 円（2.7％増） 

 (4) 実質賃金指数（平成 27 年平均＝100） 

   ・現金給与総額       99.9（0.9％減） 

   ・きまって支給する給与      99.1（0.8％減） 

  （参考）消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）の前年比は、0.6％上昇 

 

２ 労働時間（一人平均） 

 (1) 総実労働時間      139.1 時間（2.2％減） 

  （うち、所定内労働時間は 128.5 時間（2.2％減）、所定外労働時間は 10.6 時間（1.9％減）） 

   ・出勤日数       18.0 日（0.4 日減） 

   ・製造業の所定外労働時間の前年比は、8.6％減 

 (2) 一般労働者の総実労働時間     164.8 時間（1.7％減） 

  （うち、所定内労働時間は 150.5 時間（1.7％減）） 

 (3) パートタイム労働者の総実労働時間     83.1 時間（2.7％減） 

  （うち、所定内労働時間は 80.6 時間（2.6％減）） 

 

３ 雇用 

 (1) 常用雇用指数（平成 27 年平均＝100）    107.9（2.0％増） 

 一般労働者       106.0（1.0％増） 

 パートタイム労働者      112.4（4.2％増） 

 (2) パートタイム労働者比率      31.53％（0.65 ポイント上昇） 
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